
令和９年度 予算編成について

令和８年１０月
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政府は、『経済財政運営と改革の基本方針２０２６』において、「責任ある

積極財政」の考え方の下、「強い経済」の構築と「財政の持続可能性」をバラ

ンスよく実現することを基本方針に掲げている。

また、デフレ・低成長時代の一律抑制型の予算編成から、経済の成長力

強化と名目の経済規模の拡大にふさわしい予算編成へ転換するとしている。

一方、地方財政については、必要十分な地方財政措置を講ずるものの、

社会保障関係費、人件費の増加、物価上昇等が見込まれ、引き続き厳しい

現状であるとされている。

本市の財政状況については、貯金にあたる財政調整基金残高や、地方

債の償還金の負担や残高の程度を示す、健全化判断比率も良好な水準を

保っており、この水準を維持できれば、庁舎整備を実施しても、持続可能な

財政運営が可能である。

しかしながら、４年連続で、財政調整基金を繰り入れることで、黒字決算を

維持している状況、地方交付税など依存財源に頼る状況、経常収支比率

が高止まりの状況が続いており、今後も良好な水準を維持できるか、予断を

許さない状況となっている。

このことから、引き続き、財政の持続性に重きをおいた、抑制型の予算編

成を継続することとする。

令和９年度の予算にあたっては、決算時に財政調整基金を繰り入れること

なく、実質収支を黒字化すること、地方債は現在の残高を上回らないよう元

金償還額を上限として発行とすることとし、次の具体的な３つの方針に基づ

き編成する。

Ⅰ 令和９年度予算編成方針
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１．経常経費２億円削減

事業の見直し、総人件費の精査、補助金の削減、物件費の見直し

を行い、決算ベースでの２億円削減を目途とした予算編成を行う。

２．当初予算財源不足額４億円削減

実質収支の黒字化に向けては、当初予算での財源不足額を減少さ

せる必要があることから、対前年度比で４億円削減を目途とした予算

編成を行う。

３．地方債発行額３０億円以内

地方債の元金償還金を上回らないよう、地方債の発行額は３０億円

以内とする。





１ 令和９年度予算編成について

令和９年度予算の編成については、予算編成方針、並びにこの予算編成要領

に従い、各部課内で十分に議論を尽くした上で、予算要求を行ってください。

年間を通じて想定される全ての収入・支出を見積見積り、必ず期限までに予算

要求を行ってください。※ 提出期限を過ぎるとシステムへの入力が出来なくなります。

Ⅱ 令和９年度予算編成要領

★予算要求期限

一 般 会 計 令和８年１０月３０日（金）

一般会計以外 令和８年１１月１３日（金） ★★厳守★★

２ 本市の財政状況

財政調整基金、地方債残高ともに残高については問題がなく、この水準を維持

できれば庁舎整備を実施しても持続可能な財政運営が可能である。ただし、４年連

続して財政調整基金を繰り入れている状況から、安定した財政運営のためには、

財政調整基金を繰り入れずに実質収支の黒字化を達成する必要がある。
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項 目 数 値
（R7決算）

備 考
（府下順位は大阪市、堺市を除く４１団体中順位）

経常収支比率 ９８．７ ％
主に地方交付税の増加が原因で、昨年度の１０
０．８％から２．１％改善 （府下31位）

自主財源比率 ２９．２ ％
昨年度の３２．６％から３．４％の悪化
（府下３９位）

地方債残高 ３１７．３億円
給食センター事業等による新規発行額の増によ
り対前年度比２３．４億円増
（市民一人あたり２９．７万円 府下１８位）

財政調整基金
残高

４４．３億円
昨年度の４５.４億円から１．１億円の減少
標準財政規模の１７．０％相当の残高
（市民一人あたり４.３万円 府下２３位）

実質公債費
比率

３．５％
早期健全化基準２５．０％を、大幅に下回る良好
な状況

将来負担比率 ２．３％
早期健全化基準３５０．０％を、大幅に下回る良
好な状況



３ 重点項目

予算編成方針における３つの方針に基づいた下記重点項目については、特に

留意のうえ、令和９年度予算を編成していくものとする。

（１）経常経費２億円削減

本市の決算状況については、４年連続して、実質的に赤字決算が続いている。

投資的経費が、給食センター等の事業があったR7年度を除き、概ね公共施設等

総合管理計画で設定された年間２２億円を実現できていることから、経常経費に

課題がある状況となっている。

このような状況から、令和７年度が実質的に２億７千万円の赤字決算であったこ

とを勘案し、経常経費で２億円の削減を目途として予算編成を行う。

具体的には、事業の見直し、総人件費の精査、補助金２０％削減、旅費２０％削

減、委託料の見直しに取り組み、決算ベースで削減となるよう取り組む。
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（２）当初予算財源不足額４億円削減

実質収支の黒字化には、当初予算での財源不足額を削減することが重要であ

る。当初予算での財源不足額は近年増加傾向であり、実質的な黒字決算を達成

した令和３年度予算では、約１７億円、令和８年度予算では、約２７億円である。

令和９年度当初予算では、４億円を削減し、約２３億円とし、実質収支の黒字化を

目指す。

（３）地方債発行額３０億円以内

地方債は現在の残高を上回らないよう、元金償還額を上限とした発行額とする。

令和９年度の元金償還額は約３１億円であるため、地方債発行額は３０億円以内

とする。

また、地方債の発行は、投資的経費と関連するため、投資的経費についても、

公共施設等総合管理計画、同アクションプランに基づいた要求とすること。
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４ 留意事項

①管内、管外旅費、費用弁償については、前年度比20％減の要求とする。

②補助金については、原則前年度比20％減の要求とする。

③新たな事業及び見直すべき事業については、政策判断の結果に応じた予算要
求とする。なお、実施の判断がされている場合であっても、全体の予算編成にお
いて事業費の減額や事業の未実施という判断に至る場合がある。

④予算要求に際しては、「第７次総合基本計画」に示された施策の方向や目標指
標について再度確認するとともに、「羽曳野市政運営の基本方針（案）」に沿った
要求とすること。

⑤人事課査定の対象となる会計年度任用職員、研修、管外旅費、被服費等に関
する予算要求については、データにて提出すること。
※会計年度任用職員は人事課から配信のデータに要求内容を入力したもの、研
修、管外旅費、被服費は各調書、根拠資料も含む。
【提出先】
会計年度任用職員（人事課から配信のデータ） ⇒ 人事課
その他 ⇒ 財政管理課

⑥参考見積書の徴取をする場合、複数業者から徴取し、担当課としての分析・検
討・評価を加え要求額を判断・決定すること。（１者だけの見積書又は１者による
形式的な合見積書を徴取だけで、要求しないこと。）

⑦国・府の予算や制度の変更等に留意し、最新の情報による的確な対応に努める
こと。なお、補助金等の削減額を市の一般財源では補填しない。

⑧「羽曳野市障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針」
に留意し、優先調達の検討を行うこと。

⑨経常・臨時の区分は、「経常・臨時の分類方法」に準じて区分すること。事業開
始当初は臨時であっても、現在は経常と認められる場合は、変更の必要がある
ので財政管理課と協議すること。

⑩「予算経費の分類表」・「経常・臨時の分類方法」・「予算要求額と前年度当初予
算額、歳出予算に係る経常経費要求額の確認方法」「当初予算ヒアリング日程
表」は掲示板等にて配信する。
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　２　財 政 収 支 見 通 し

　一定の前提条件のもとで試算した令和12年度までの財政収支見通し（普通会計）は、次のとおりです。

（単位：百万円）

Ｒ７決算 Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１1 Ｒ１２

市税 13,388 13,738 13,885 13,982 14,144 14,200

地方譲与税・各種交付金 3,878 4,392 4,553 4,706 4,806 4,888

地方交付税（普通・特別） 10,699 10,502 10,362 10,546 10,353 10,363

国庫・府支出金 16,790 17,679 17,048 17,052 17,455 17,705

繰入金 493 330 0 542 1,000 474

市債 5,522 1,500 2,936 3,474 4,865 1,725

1,326 1,165 1,038 1,050 1,062 1,076

歳　入　合　計　（Ａ） 52,096 49,306 49,822 51,352 53,685 50,431

人件費 7,452 7,852 7,735 8,065 7,877 8,293

　　退職金 248 343 50 270 58 322

　　その他 7,204 7,509 7,685 7,795 7,819 7,971

扶助費 17,760 17,483 17,833 18,189 18,553 18,924

公債費 3,302 3,471 3,393 3,594 3,515 3,512

物件費 5,277 6,266 5,677 5,790 5,905 6,023

補助費等 5,305 6,364 5,767 5,768 6,143 6,098

繰出金 5,334 5,444 5,505 5,515 5,552 5,590

投資的経費（普通建設事業費） 6,834 2,053 3,900 4,394 6,555 2,514

725 976 253 113 289 117

上　記　小　計 51,989 49,909 50,063 51,428 54,389 51,071

前年度繰上充用金 0 0 603 844 920 1,624

歳　出　合　計　（Ｂ） 51,989 49,909 50,666 52,272 55,309 52,695

歳入歳出差引額(C)＝(A)－(B) 107 ▲ 603 ▲ 844 ▲ 920 ▲ 1,624 ▲ 2,264

翌年度へ繰り越すべき財源(D) 27 0 0 0 0 0

実質収支(C)－(D) 80 ▲ 603 ▲ 844 ▲ 920 ▲ 1,624 ▲ 2,264

単年度収支 ▲ 41 ▲ 683 ▲ 241 ▲ 76 ▲ 704 ▲ 640

※令和８年度以降の財政調整基金にかかる前提条件

実際の財政状況を示すため、収支不足に対する財政調整基金の繰入金は計上していない。

ただし、定年延長に伴う各会計年度の退職手当金支出の負担を平準化するため、同基金

にかかる奇数年度（R9,11年度）での積立、偶数年度（R8,10,12年度）での繰入は計上し

ている。

※上記のほか、本庁舎建替整備事業の財源として、公共施設整備基金の繰入を見込んでいる。

その他（使用手数料・分負担金・諸収入等）

その他（維持補修費・貸付金・積立金等）
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《収支見通しの前提条件》

（歳　入）

○市 税　　　直近の決算額をベースに推計人口（国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別

　将来推計人口」）の変動率や内閣府試算（「中長期の経済財政に関する試算」）

　の前年度の名目GDP成長率を乗じる等により算出。

○地方譲与税 　地方消費税交付金は直近交付額に内閣府試算の前年度の名目GDP成長率を乗じる等に

各種交付金 　より算出。法人事業税交付金は直近の決算額の平均値に内閣府試算の前年度の名目

　GDP成長率を乗じる等により算出。その他は直近の決算額を横置き。

○普通交付税 　基準財政収入額は、各年度の歳入科目ごとの決算見込額を75％等に設定。

　基準財政需要額は、個別算定経費（事業費補正、公債費除く）について直近年度の

　算定額ベースで一定の増減を見込み、また事業費補正、公債費については、現在の

　算入対象分に後年度予定している普通建設事業費にかかる算入見込み額を加えて推計。

※消費税減税に伴う減収については、地方団体の財政運営に支障が生じないよう適切な

措置を講ずるとされているため、特別な考慮はしていない。

○特別交付税 直近の決算額を横置き。

○使用料・手数料 直近の決算額を横置き。
分担金・負担金

○国庫支出金 直近の決算額をベースに、扶助費の伸び見込みと、後年度に予定している普通

府支出金 建設事業にかかる補助見込み等から算出。

○市 債 建設地方債は、後年度に予定している普通建設事業をベースに推計。

（歳　出）

○人　件　費 　令和８年４月１日現在職員数から毎年度退職者補充のみとして増減なし。

　令和８年度人件費ベースに翌年度以降定期昇給等を反映。

　退職手当は、各年度の退職者数を一人あたり基準額23,000千円として見込む。

　ただし、令和５年度以降は定年延長に伴い、令和５年度からの隔年は自己

　都合分を5,000万円、令和６年度からの隔年は定年退職分を想定して推計。

○扶　助　費 　直近の決算額をベースに、直近３年間の決算額から設定した伸び率を４年間乗じ、

　以降は横置き。

○公　債　費 　令和７年度新発債、令和８年度以降発行予定の新発債にかかる公債費を見込む。

○物　件　費  　直近の決算額をベースに、消費者物価上昇率を踏まえた伸び率を乗じて算出。

○補 助 費 等 　下水道事業会計分、一部事務組合分はそれぞれの収支見通しをベースに設定。

　その他については、直近の決算額をベースに、直近３年間の決算額から算出した

　伸び率を乗じて算出。

○繰　出　金 　直近の決算額をベースに、推計人口の変動率等を乗じて算出。

○維持補修費 　直近の決算額をベースに、消費者物価上昇率を踏まえた伸び率を乗じて算出。

○投資的経費 　財政収支見通し作成時点における公共施設等総合管理計画アクションプラン等を元に、

　今後、予定される普通建設事業について計上。
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